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山折 日本と海外では、N P OやN G Oに

対する考え方が違うようですね。

田淵 そもそも、N P OやN G O等の重要

性を日本は認めていなかったのです。

お金はお上が一番有効に使うだろうか

ら、すべて任せようという考え方が、

幕藩体制の時代から続いてきたのでは

ないでしょうか。

山折 日本は、危険を冒さず、なあな

あのところでやっていくのが安全だと

いう考え方だったのかもしれません。

しかし、いまのような状況では、それ

では具合が悪いかもしれませんね。

田淵 戦後、日本は繁栄を謳歌しまし

た。そしてそれは、資本主義的計画経

済によるものでした。これはつまり、

まずお上ありきということです。この

場合のお上というのは大蔵省です。そ

して、お上の下にはお上の代理人であ

る日本興業銀行があり、さらにその下

に執行銀行として三井銀行や住友銀行

等があったわけです。それらの銀行か

ら、民間の企業はお金をお貸しいただ

いて仕事をするという構造がずっと続

いていました。しかし、日本が米国に

次ぐ経済大国に成長する過程で、奢り

や腐敗が生まれました。それがいま、

将棋倒しのように倒れ始めているので

す。

上り坂の経済の時は孔子の考え方で

やっていれば間違いありませんが、下

り坂の経済の時は、老子の考え方で臨

まなくてはいけないのではないかとい

う気がします。

山折 それはよくわかります。将棋倒

しのきっかけとなるのは、内部告発が

多いようですね。内部告発は、言葉を

変えれば、正義の名の下において始ま

った、組織に対する裏切りです。しか

し、それはそれで必然であり、また必

要なことだと思います。上から下まで

あらゆる分野で腐敗が起こっていたか

らです。

汚職というのはいまに始まったこと

ではなく、人類の発生とともにあった

と思います。にもかかわらず、組織に

対する裏切りをしてはいけないという

モラルが日本の社会にはありました。

いま、その構造が根本から崩れ始めて

いるのではないでしょうか。

山折 しかし、この問題を考える時、
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「人間は疑うべき存在」
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西洋社会の人間観と、日本で形成され

た人間観が根本的に違うということが

非常に重要になります。西洋の近代社

会の考え方の基本には、「人間はそもそ

も疑うべき存在である」という人間観

があります。その疑う精神があればこ

そ、文明は発達し、科学も進歩してき

ました。しかし、この考え方を徹底し

ていくと、共同体は成立しえなくなり

ます。1つの民族がそれ自体、成り立た

なくなるのです。そこで、西洋の近代

社会は共同体を形成するために、2つの

条件を考え出しました。

その1つは、一神教的な考え方です。

超越神の存在の下に、互いに孤立し、

敵対している個々の人間がコントロー

ルされる。「見えざる神の手」というの

は、ここからきています。

もう1つは、契約の観念です。旧約聖

書以来の神と人間の契約が、人間社会

に投影されていきました。疑うべき存

在同士が共同して仕事をするためには、

どうしても契約が問題になってきます。

この契約の観念と、一神教の観念の2つ

があって初めて、疑うべき存在である

人間が1つの社会をつくることができる

のです。私はこのような仮説を立てて

います。

ところが日本の社会には、この2つの

条件は存在しません。そんな日本の社

会に、西洋の価値観や株式取引に伴う

さまざまな考え方を、そのままストレ

ートに入れてもうまく機能しないので

はないでしょうか。

田淵 株式投資の世界にも、文化の違

いは表れています。日本人はハイリス

ク・ハイリターンが嫌いです。米国で

は、ジャンクボンド・マーケットが盛

んです。これは、債権回収の可能性の

低い屑同然の株を集めて、1 0 0億ドルの

額面のものを1 0 0 0万ドルで取引すると

いうようなものです。しかし日本では、

江戸の昔から、そういうハイリスク・

ハイリターンで成功した人はほとんど

いません。ですから、世界と同じよう

な株式市場をつくっても、同じように

はいかないと思います。

私は長年、株式の売買に携わってき

て、いろいろな人をみてきました。そ

して感じるのは、株の相場というのは、

神の摂理によって動かされているとい

うか、見えざる手が働いているとしか

考えられないということです。株で儲

けて、ゆっくりと余生を楽しんだとい

う人は、世界中ほとんどいませんから

ね。しかし、私の感じる神の摂理とは、

いわゆる一神教的な考え方の神ではな

くて、宇宙そのものを支配している何

者か、という感覚です。

山折 その感覚は、私とかなり近いで

すね。宇宙全体に神が遍在している。

自然にも、我々の社会にも、神あるい

は仏といったものが存在していて、そ

れらの力によって動かされているとい

う感覚ですね。

日本には、国家の基礎的な考え方と

して、一神教や契約の観念が十分成熟

した形で定着していません。それでは、

日本人はどういう理念で日本の社会を

積み上げてきたのでしょうか。私はそ

の1つが、「組織を裏切ってはいけない」

というモラルだったと思うのです。

ところが、現実の人間は裏切ります。

かといって「人間は疑うべき存在であ

る」という人間観を受け入れたかとい

うと、そうではありません。かつて日

本人は、「人間は信ずべき存在である」

というモラルをつくったのです。しか

し、その日本の構造の根のところが崩

壊し始めています。しかし、まだ日本

の社会は、その危機を認識していない

ようですね。

田淵 宗教を拡張する1つの手段として

戦争があります。宗教には、そもそも

独占欲があるのではないでしょうか。

山折 5 0 0 0年、1万年前の地球上では、

旧大陸だろうと新大陸だろうと、どの

地域でもほとんどの人類は共通の考え

をもっていたと思われます。それは

「万物すべてに命あり」という考えで

す。動物も人間も等しく命をもち、人

間が動物を殺して食べ、動物は人間を

襲って殺すことがある。そういう一種

の相関関係を自然に受け入れていたの

です。

やがて国家ができて文明が発達して

いく過程で、さまざまな地域のさまざ

まな民族や文化が統合されていきまし

た。そのためには、観念的な理想像が

必要でした。仏教、キリスト教、ユダ

ヤ教といった宗教は、もともとは「万

物すべてに命あり」という考えから生

まれたものですが、国家統合の観念的

理想像として利用されることになりま

した。ローマ帝国はキリスト教、イン

ドのマウリア帝国は仏教を伝播させま

したが、政治権力が普遍性をもつため

には宗教的な価値観が必要だったので

す。そういう形で宗教と国家は必然的

に結びつきました。

宗教と戦争が深い関係をもち始めた

のは、仏教とキリスト教の発生以後の

ことです。西洋の学者たちは、仏教と

キリスト教を普遍的宗教と呼びました。

民族を越え、地域を越えて発展してき

たという点ではそう言えるかもしれま

せん。しかし、人間がいかにして生き、

いかにして死んでいくかという普遍的

国家統合の観念的理想像として
利用されてきた宗教
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な立場から考えると、あまりにも限定

された価値観ではないかと思います。

むしろ、「万物すべてに命あり」という

考え方のほうが、はるかに普遍的です。

しかし、そういう見方を西洋の近代は

拒絶しました。それがいま根本的に問

われているのではないでしょうか。

田淵 話は変わりますが、山折先生の

靖国神社観をお聞かせいただけますか。

山折 日本には、奈良時代以降、祟り

と鎮めという考え方がありました。世

界にも類似のものはありますが、日本

のものは非常に洗練されています。

この日本列島では、昔から動乱や疫

病といったさまざまな不幸、そして不

吉なものは、何かの祟りによるものだ

とされてきました。大いなる力によっ

て罰せられた結果としての祟りととら

えられていたのです。これは、見えざ

る神の手とかなり近い考え方だと思い

ます。

仏教、神道、道教等の日本の宗教は、

その祟りをなんとか鎮めなければいけ

ないということで手を結びました。そ

れぞれシステムや価値観は異なってい

ますが、祟りを鎮めるという点では団

結したのです。その組織化は政治が行

い、民衆もそれを受け入れました。最

澄、親鸞、道元、今日の宗教家に至る

まで、日本の宗教家はすべて、その問

題については多かれ少なかれ賛同して

いるはずです。これが日本人の宗教観

というか自然観、社会観の基礎だった

のです。

靖国神社の英霊祭祀も、その一環と

考えられます。国家のために命を捧げ

た人々の霊を鎮めなければ祟る――い

まの政治家が実際にそう考えているか

どうかはわかりませんが、深層意識に

おいては感じているのではないでしょ

うか。政治や権力を握った人間は、自

分のために犠牲になった人間を鎮めな

ければなりませんからね。

この日本的共同体のメカニズムは今

日まで一貫してつながっているんです。

まず第1に、私は靖国神社をそうとらえ

ています。

もう1つ、昭和3 2年に、島倉千代子さ

んの『東京だよおっ母さん』という歌

が大ヒットしました。息子を戦争で失

った母親が上京してきて、娘が東京を

案内するという歌詞ですが、この歌は

3番まであります。1番でまず母娘は二

重橋に参ります。2番では九段の靖国神

社へ、そして3番では浅草の観音さんに

行きます。特に2番の九段では「やさし

かった兄さんが～桜の下でさぞかし待

つだろ」と歌っています。最後の3番の

浅草に行って、ホッとしている。「お祭

りみたいに賑やかね」の歌詞で、母娘

の心は本当に癒されている。この歌を

聴いている人もそういう気分で聴いて

いたと思います。

いまの靖国問題というのは、この3番

の世界を政治的に無視したところが原

点になっています。これは非常に不幸

なことです。国家が護持するとかしな

いとかという以前に、日本人の最も根

本的な宗教心にかかわる問題だからで

す。靖国神社は、仏や観音様に対する

信仰と共存していたのです。この側面

を大事にしなければなりません。

いまは違うかもしれませんが、私の

田舎では、どこの家でも仏壇なり神棚

があったものです。しばらく前までは

その他に天皇皇后両陛下の写真も飾っ

てありました。『東京だよおっ母さん』

に歌われている天皇、靖国神社、観音

様の3点セットは、日本全国津々浦々の

家々で祭られていたのです。

ですから、この問題はあまり政治的

に議論してはいけないし、首相がしゃ

ちこばって参拝する、という問題でも

ない。それを内外に向かって弁解する

ようなことを言うべき性質のものでも

ありません。

田淵 去年、小泉首相の靖国参拝が中

国で問題になった頃、私は講演のため

に中国を訪れていました。蘭州大学で

の講演のあと、学生から「靖国神社に

日本の総理が参拝したことに関してど

う思うか」と質問されました。それで

私は、「日本は皆さんと戦争した。しか

し、その戦争で私の友達はほとんど死

んでしまった。彼らは全員、靖国神社

に祭られている。生き残った自分は、

本来なら亡くなった友達1人ひとりのお

墓を全部お参りしなければならないが、

毎年そんなことはできない」と答えま

した。

靖国問題はそもそも
政治的に議論すべきではない

山折哲雄（やまおり・てつお）

1 9 3 1年5月1 1日、米国サンフランシスコ

生まれ。5 4年東北大学文学部インド哲学

科卒業、5 9年東北大学大学院博士課程単
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国立歴史民俗博物館教授、国際日本文化

研究センター教授を歴任。9 7年白鳳女子

短期大学学長、2 0 0 0年京都造形芸術大学

大学院長。0 1年より国際日本文化研究セ

ンター所長。『神と仏』『人間蓮如』『臨

死の思想』『死の民俗学』『仏教とは何か』

『日本人の霊魂観』『日本仏教思想論序説』

『乞食の精神誌』『神秘体験』『愛欲の精

神史』『悲しみの精神史』等多数の著書

がある。0 1年京都新聞大賞文化学術賞、

02年和辻哲郎文化賞（一般部門）を受賞。

日本宗教学会、日本民族学会、比較文明

学会、日本民俗学会に所属。
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山折 そういうふうに答えておくのが

一番いいかもしれませんね。しかし、

蘭州大学と北京大学だと反応は違った

かもしれません。私がいま所長を務め

ている国際日本文化研究センターに、

北京大学から客員教授として来ている

方がいるのですが、彼は中国人は死者

を許さないと言います。悪政、暴虐の

限りを尽くした人間は、死後も批難し

続けます。

これに対して日本の文明はむしろ死

者を許す文明ですから、ここが大きく

違っています。靖国問題も、中国文明

と日本文明の違いから説き起こしてい

かないと、根本的な相互理解につなが

らないのではないでしょうか。

田淵 小泉首相は、靖国神社に代わる

ものとして、外国の元首等が献花でき

るようなものをつくりたいと言われた

ようですが、そんなことをしたらます

ます混乱するような気がします。

山折 その通りだと思います。そもそ

も追悼するというのは、宗教的行為で

すからね。ですから、宗教なしの追悼

行為というのは矛盾した話です。

山折 ところで、いまの日本の経済の

失速状況というのは、このままずっと

続くのでしょうか。

田淵 これは、デフレ・スパイラルに

よるものです。しかし、日本は世界に

先行しているだけで、これから世界中

でデフレが進行することになると思い

ます。これが続くのですから、大きく

はよくならないと思います。

デフレというのは、物の供給が多く

て需要が少ないというきわめて単純な

関係です。供給は技術の進歩でいくら

でも増えますが、人間はそうはいかな

いから需要は増えません。ですから、

デフレ現象は、世界的に続くのではな

いかという気がします。

日本が特にひどいのは、土地神話な

るものをつくり出したためです。土地

は、輸入も輸出もできないということ

で、地価がどんどん上がりました。し

かし、1世紀前の英国をみれば、土地が

輸入できないという考えが誤りだとい

うことがわかります。英国の国産小麦

の価格がぐんぐん上がったため、条例

を変えて小麦の輸入に踏み切った。小

麦を輸入するということは、土地を輸

入するということと結果的には同じで

す。日本は、これがわからずに、土地

を馬鹿げた値段にしてしまった。その

分、いま世界で一番きついデフレにな

っているんだと思います。

山折 戦争が起こると特需で経済が回

復したという歴史がありますね。今度

のイラク戦争は、世界経済にどういう

影響を与えるのでしょうか。

田淵 以前は、戦争による軍需景気に

インフレが伴って、景気がよくなるこ

とがありました。昔は、戦車、歩兵、

兵站と、戦争には非常にお金がかかり

ました。ところが、最近の戦争にはそ

んなにお金がかかりません。いまは、

原子爆弾があればいい。原子爆弾なん

て安いものです。ですから、世界のデ

フレをつくった元凶は、アインシュタ

インかもしれません。

山折 面白い考え方ですね。では、イ

ラク戦争は経済にまったくプラスの影

響を与えないということですか。

田淵 まったくないとは言いませんが、

たいしたものではないでしょうね。

山折 ローマ時代以降、ずっとインフ

レが続いてきたということは、人間は

生活水準をずっと上げ続けてきたとい

うことですね。文明自体は滅びること

はあったでしょうが、人間の経済生活

は全体としてはずっと上がり続けてき

た。

田淵 長い目で平均するとそうですね。

山折 それが2 1世紀の段階で変わるの

でしょうか。それとも、これまでのよ

うに、やはりインフレ基調に戻ってい

くのでしょうか。

田淵 5 0年、1 0 0年先には戻っていくの

ではないでしょうか。中国やそれに続

く国の経済成長が一段落して、安い賃

金が世界並みになった時でしょうか。

山折 しかしレスター・ブラウン氏は、

2 0 3 0年の段階で中国は自国内で食糧を

まかなうことができなくなって、食糧

を輸入するようになると予測しました。

あれだけの人口を満たすだけの食糧を

輸出できる国などありませんから、地

球全体で飢餓状態に近づいていくと警

告しましたね。

田淵 昭和1 0年頃から「あと4 0年で石

油はなくなる」と言われてきましたが、

まだなくなっていませんからね。いま、

遺伝子組み換え食品は食べてはいけな

いと言われていますが、遺伝子工学に

よって、収穫量は飛躍的に増えるので

はないでしょうか。

山折 事実はどうであれ、どちらの考

え方をしたら人間は幸福になるかとい

う問題になりますね。

日本人は、生活水準を落として、そ

の代わりに別の付加価値を高めていっ

たほうが、創造的だし豊かになると思

うのです。付加価値をもっている文化

ということでは、日本が世界でもトッ

プクラスに入るだろうと思います。

先にお話ししたように、5 0 0 0年前、1

万年前の地球の人間には、宗教的な教

義もなければ、教祖もいなかったし、

攻撃的なミッションもありませんでし

た。その中で、「万物すべてに命あり」

という考えを自然な形で共有していま

した。これからは、人類は自然な形で

それを共有する以外に生きる道はない

のではないでしょうか。

そして、そういうメッセージを発す

る場所として最もふさわしいのは日本

ではないかと思うのです。世界に対し

て、東洋型というか日本型の価値観に

基づく新しいグローバリゼーションの

立場を主張していかなければいけない

と思います。

JASRAC 出0306939-301

「万物すべてに命あり」
ここにしか生きる道はない
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2 0 0 3年4月1 4日、ヒトゲノム（人間の

遺伝情報）解読の完了が、日本を含む6

カ国の首脳によって宣言された。新聞に

よると、解読への貢献度は、米国5 9％、

英国3 1％、日本６％だという。解読完了

によって、先進各国の競争は次の段階へ

と移行することになる。

個人の遺伝情報をもとに患者1人ひと

りに最適な医療を提供する「テーラーメ

ード医療」や、ヒトゲノム情報をもとに

新薬を開発する「ゲノム創薬」へ向けた

開発競争が、今後一層加速されることに

なるだろう。また、遺伝子診断や遺伝子

治療等がより身近な医療となることも間

違いないだろう。すでに英国では、「ボ

ディ・ベネフィット」という遺伝子検査

キットも市販されているという。

個人の遺伝情報をもとにしたより高度

な医療が提供されることは、国民の健康

増進にとって望ましいことだし、バイオ

テクノロジーによる新たな産業が創出さ

れるのは大いに歓迎すべきことである。

だが同時に、ゲノム解読後は、「価値」

の問題を避けて通れない社会になり、

「個人の判断」がかつてなく重い社会に

なるだろうということも考えておくべき

だろう。

たとえば、ガンの原因となる遺伝子が

特定され、遺伝子診断で、自分がその遺

伝子をもっていることが明らかになった

とする。その場合、それを家族や親戚に

通知すべきか否かという問題に、即座に

直面することになる。

遺伝子は家系で共有している場合が多

いため、自分がガンの遺伝子をもってい

れば、家族、親戚もその遺伝子をもって

いる可能性は高い。もしその情報を知ら

されれば、家族はガンの発現を避ける予

防策を講じることができ、それによって

助かる可能性が出てくる。

しかし、遺伝情報はいわば究極の個人

情報である。自分の遺伝情報が漏れるリ

スクを冒してまで、家族や親戚にその情

報を伝えなくても、なんら非難される筋

合いはない。だが、情報を伝えなかった

場合、家族や親戚は予防策を講じること

ができずに、ガンに侵されるかもしれな

い――。

前者は「公共の利益」、後者は「個人

の権利」という論理に支えられている。

この2つの論理はそれだけで完結してお

り、しかもかなり普遍性の高い論理であ

るため、優劣を合理的に判断することは

できない。したがって、「公共の利益」

と「個人の権利」のどこで折り合いをつ

けるかという判断は、つまるところ価値

の問題に帰着する。

日本の社会は、このような問題にどの

ようなプロセスで社会的合意を形成して

いけばいいのだろうか。これは、一握り

の専門家に任せておいてすむ問題ではな

い。

このような問題意識を背景にして、

S P Fは、生命倫理に関する3つの事業を

本年度から開始した。

①　科学技術への市民参加型手法の開発

研究

②　倫理委員会における審査活動の向上

に向けて

③　生命倫理教材の開発と評価

第1の事業の背景には、市民参加とい

う問題意識がある。欧米諸国では従来、

市民参加の手法としてコンセンサス会議

が多く使われてきたが、この事業では新

たな市民参加手法を設計、開発する。そ

して実際に、生殖医療と臓器移植に関す

る市民参加型会議を試みる。

第2の事業の背景には、規制やガイド

ラインを守る社会的しくみはどのような

ものかという問題意識がある。どれほど

優れた規制やガイドラインができたとし

ても、それを守る社会的しくみがなけれ

ば、所詮絵に描いた餅に過ぎない。

第3の事業の背景には、生命倫理教育

にかかわる問題意識がある。遺伝子診

断、生殖医療等の進展で、専門家のみな

らず一般市民の判断が非常に重要になっ

てくるためである（事業の詳細について

はウェブサイトw w w . s p f . o r gを参照のこ

と）。

科学技術と社会の関係を考える上でも

う1つ忘れてはならないのは、知的財産

権に関する諸問題である。この排他的独

占権の付与は、「発明に対するインセン

ティブを刺激することで技術革新を加速

し、結果として公共の利益にかなう」と

いう論理によって正当化されている。し

かしこの制度は、公益と私益のきわどい

バランスの上でかろうじて成立してい

る。欧米の研究者たちが指摘してきたよ

うに、一度このバランスが崩れたら「ア

ンチコモンズの悲劇」１)のような問題が

発生し、技術革新の阻害要因にもなりう

る。

日本では、産業の振興という視点のみ

から知的財産権制度が議論される傾向が

ある。しかし、途上国の伝統的知識の取

り扱いにかかわる問題（このテーマに関

揺らぐ科学技術と社会のインターフェース
──ヒトゲノム解読後の課題を考えるにあたって──

■ S P F上席研究員　柴田友厚

「価値」判断の問題を避けて
通れなくなった

知的財産権制度に関する
グローバルな諸問題

Special
Report

生命倫理と知的財産権

選択肢が増えることで
生まれるジレンマ



したがって、倫理

面の議論が重要に

なってくる。また、

多 く の 国 に お い

て、発明が特許権

を得るためには、

道 徳 あ る い は

“ordre public（公

の秩序）”に反したものであってはなら

ないとされている。事実、英国のある

裁判官は、次のように述べている。

「特許、著作権および意匠に関する法

律を遺伝子工学の商業的利用に適合さ

せるための法的問題は解決可能で、将

来、間違いなく解決されるだろう。難

しいのは、道徳的、政治的な問題だ」3)

6

1 9 9 0年以来、科学者たちはヒトゲノ

ム計画遂行のため、ヒトゲノム解析に

力を注いできた1 )。この結果、ヒトの遺

伝子配列とたんぱく質に関する特許出

願件数は爆発的に増加し、遺伝子研究

の専有化と商業化について、倫理面で

多くの議論をあおることとなった。

特許権者には、2 0年間にわたって特

許遺伝子の製造、輸入または販売等に

かかわる排他的な権利が与えられる2 )。

特許を得るためには、その発明が進歩

性、新規性、有用性をもち、かつ産業

上の用途を有することを特許出願書に

明示しなければならない。だが、遺伝

子配列特許は、未知の機能を有する自

然物に近いものであるため、これらの

特許要件が法的議論の的となっている。

遺伝子特許をとりまく問題は、法的

なものだけではない。医薬分野の特許

制度は、人々の健康と福祉を向上させ

る科学的発明の促進を目的としている。

新知識探求のために、時間と資金、

才能をつぎ込んだ人々に報いつつ、ゲ

ノム研究から得られる利益をどのよう

に全人類のために確保するかが、根本

的な問題である。これまでも、遺伝子

特許に関して、次のような倫理上の議

論が交わされてきた。

・遺伝子特許は、薬剤の開発や改良、

白治療法開発の障壁となる。特許取得

白にかかる費用は高額で、膨大な時間

白を要するライセンス交渉に研究者を

白巻き込んでしまう。

・診断検査や医療処置に特許使用料を

白支払うことになり、治療費が増加す

白る。このため、医療を受ける人が制

白限されることになる。

遺伝子特許が提起した問題
──SPFの呼びかけで行われた円卓会議の成果──

■ 「知的財産権における生命倫理問題」研究プロジェクトチーム

生命倫理と知的財産権

遺伝子特許をとりまく
さまざまな問題

2 0 0 3年3月2 8、2 9日に行われた円卓会議にて。タイからの参加者と談笑するプロジェクト・リーダー、ケンブリッジ

大学コーニッシュ教授（右端）

以下のレポートは、「知的財産権における生命倫理問題」研究プ

ロジェクトチーム（プロジェクト・リーダー：ケンブリッジ大学

ロースクールWilliam R. Cornish教授／シェフィールド大学ロース

クール Dr. Margaret Llewelyn、 リサーチ・アソシエイト：シェ

フィールド大学ロースクールDr. Mike Adcock、リサーチ・コーデ

ィネーター：ケンブリッジ大学ロースクールMs. Kathy Liddell）

を代表して、Liddell氏が記したものである。

して、S P Fはロンドン大学に助成し、

「知的所有権と伝統的知識」事業を実施

している）、エイズ治療のコピー薬にか

かわる問題等、世界には知的財産権制

度の根幹にかかわるさまざまな課題が

ある。また、以下のレポート「遺伝子

特許が提起した問題」で指摘されてい

るように、生命倫理と知的財産権の境

界領域にも多くの課題が存在する。今

後日本でも、このようなグローバルな

課題が広く紹介され、議論されること

が望ましい。

１）研究成果の私有化、知的財産権の濫用により、

有用な研究成果・技術の利用が妨げられるおそれ

があるということ。



1）最初のドラフトは 2 0 0 1年2月に公表され

（Science 〔2001〕291, 1155; Nature〔2001〕409,

8 1 3）、最終版は 2 0 0 3年4月 1 4日に発表された

（h t t p : / / w w w .s a n g e r . a c . u k / I n f o / P r e s s / 2 0 0 3 / 0 3 0 4 1 4 .

shtmlを参照）。

2）英国と日本では、特許は出願日から2 0年間存続

するが、存続期間は国によって異なる。

3）D. Beyleveld/R. Brownsword著Mice, Morality

and Patents（Common Law Institute of Intellectual

Property, London, 1993）

4）The Ethics of Patenting DNA（Nuffield Council of

Bioethics, London, 2002）、 Integrating Intellectual

Property Rights and Development Policy（Commission on

Intellectual Property Rights, London, 2002）、C o r n i s h ,

Llewelyn and Adcock, Intellectual Property Rights and

G e n e t i c s（UK Department of Health 2003）、D r a f t

Report on the Follow-up of the International Symposium on

‘Ethics, Intellectual Property and Genomics’（U N E S C O ,

Paris, 2001）、Patenting of Higher Life Forms（C a n a d i a n

Biotechnology Advisory Commission, Ottawa, 2002）等を

参照。

5）イラク戦争他の予期せぬ事態発生のため、日本

からの参加者はなかったが、彼らの論文は回覧さ

れ、興味をもって読まれた。

6）John McMillan博士、 Roger Brownsword教

授、Donald Bruce師による発表。

7） Bart Claes博 士 、 Justin Turner氏、 Tim

Roberts博士による発表。

8）権利所有者がその特許を利用しようとしなかっ

た場合などに、通産大臣が他の者の申し立てによ

り、その実施を認めること。

9）Margaret Llewelyn博士、 T. Lezemore氏、

Richard Ashcroft博士による発表。
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・人類共通の財産である遺伝子を利用

白する権利を、遺伝子特許によって少

白数の人間が独占することは不公平で

白ある。

・遺伝子特許は、研究者間の自由な情

白報交換を阻害する。特許出願を行う

白まで、研究者たちはその知識を秘密

白にしなければならないからである。

一方で、遺伝子特許が禁止されれば、

リスクを伴う研究に投資する人が大幅

に減少し、それが遺伝子研究の妨げに

なるという主張もある。また、研究者

は自分たちの成果を守るため秘密保

持・営業秘密法等の法規に頼らざるを

えなくなり、研究者間の情報交換が阻

まれるともいわれている。さらに、医

薬品特許といった他の種類の特許の規

則を遺伝子研究に適用することは不公

平で、賢明でないという意見もある。

バイオテクノロジー特許にまつわる

倫理問題については、数多くの議論が

なされてきた4 )。しかし、哲学的、文化

的、神学的な見地に立った議論はほと

んどされてこなかった。特許法が国際

的に民主的で公平であるべきなら、こ

れは重大な欠落である。

我々はこのアンバランスに取り組も

うというS P Fの申し出を喜んで受け入

れ、「生命倫理と知的財産権」のテーマ

で2 0 0 3年3月2 8、2 9日、ケンブリッジで

円卓会議を開催した。会議にはアジア、

ヨーロッパ、中東5 )の代表が参加し、異

なる文化、宗教と生命倫理の観点から、

バイオテクノロジー特許について、以

下のテーマで議論した。

①　特許性に関して、「公の秩序」から

白外れるものを、神学的見地、異文化

白間でどう解釈するか。

②　遺伝子提供者から得た遺伝子を特

白許化する際、事前の同意を得ること

白の道徳的重要性。

③　遺伝子配列特許における新規性と

白独創性の解釈。

④　遺伝子研究ツールに与えられた特

白許を独占することは公正か。

⑤　遺伝子関連特許が正当で公平な保

白健医療に与える影響。

①、②は2日間の中で最も興味深い議

論となった。B r o w n s w o r d教授（英国）

は、法律家と立法者の双方が、特許制

度における法と生命倫理の関連を認識

することが必要不可欠であると主張し

た。教授は、公の秩序の解釈は「共通

の文化道徳」または「重大な道理に基

づく道徳」によって導かれると述べ、

参加者のさまざまな議論を呼んだ。

C h a n g t h a v o r n博士とD o n a v a n i k博士

は、タイの仏教徒の観点から動植物の

特許について問題提起した。F a t e m i博

士とJ a f a r z a d e h博士は、イランのイス

ラム教徒の観点から胚性幹細胞特許に

ついて述べた。博士らは、自国の宗教

と西欧のパテント主義的伝統の難しい

関係について語り、注目を集めた。ま

た、英国の参加者は、功利主義、人権、

「新高位主義（new dignitarianism）」、

そしてキリスト教神学の立場を比較し

た6 )。彼らの議論により、西欧諸国で

も、公の秩序の例外について多様な見

解があることが明らかになった。

この他にも、この円卓会議では多く

の提言がなされた。その1つが、欧州特

許庁代表として参加したC l a e s博士の、

遺伝子特許の倫理的・社会的ジレンマ

に関して特許制度の適応力を過小評価

してはならないという意見である。特

許制度は「新たな」科学技術に所有権

を与えるためにつくられたものである。

したがって、根本的な改正はおそらく

望ましくなく、また不要である7 )。バイ

オテクノロジー特許が真に独創的で、

その有用性が十分に示されているか否

かは、特許庁と法廷で確認すべき問題

である。さらに、政府は十分な検討と

交渉を行った上で強制実施権8 )の設定や

権利の国有化により、特許権者が公共

医療を不当に妨げることを防止でき

る9)。

会議終了の際には、特許システム運

営の監督責任者と、法律や遺伝子テク

ノロジーの研究者の緊密な協力態勢が

必要だと、参加者の多くが考えている

ことが明らかになった。これは、科学

的にも法律的にも国際的な性質の問題

であるため、地域的な法律・倫理面の

問題を超えた取り組みが重要となる。

このような形の意見の交流は、単に興

味深いというだけでなく、知的所有権

やヒトゲノムに適用される法律に対す

る我々の理解を促進させ、法律の発展

を促すものである。

この会議の成功により、さらなる前

進に期待したい。第1回会議の論文や新

たなリンクをウェブサイトに加え、議

論の輪をさらに拡大させようと考えて

いる（h t t p : / / w w w .ipgenethics.org）。

アンバランスに取り組む
円卓会議の試み
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中欧の旧共産主義国ハンガリーは、

国内総生産指数が1 0 4％未満で、所得も

低く、N P Oの財源も限られている。一

般的なN P Oの平均年間予算は約5万米ド

ル相当で、雇用されている職員は1、2

人に過ぎず、多数のボランティアによ

って支えられているのが現状である。

第二次世界大戦以前は人道主義的傾

向が強かったハンガリーだが、1 9 8 9年

までにその傾向は薄れていた。ハンガ

リーの市民生活を再生し、新たな活力

を与えるためには、N P Oの活動を通し

て市民社会を強化しなければならない。

N P Oの長期的活動促進のための支援シ

ステムを確立する目的で、9 3年に設立

されたのが非営利情報訓練センター

（NIOK）である。

N I O Kは、N P Oの業務を改善し、その

専門性と効率を高めることにより、非

営利セクターと地方自治体やビジネス

領域、さらに社会全体とのつながりを

強化する種々のプログラムを立案して

きた。

1 9 9 6年1 2月、ハンガリー議会はN P O

への寄付を奨励する、いわゆる「1％

法」を制定した。その際、非営利セク

ターに新たな財源を呼び込むプロセス

をサポートしたのはNIOKだった。

1％法とは、個人所得税の1％を納税

者自らが選んだN P Oに寄付すること

（ただし、1％法による寄付を受け取る

ためには所定の法的要件を満たす必要

がある）を可能にする法律である。こ

の法律により、納税者は自らの収入を

減らすことなく第3セクターを支援する

ことができ、かつ支援したい組織を自

ら選ぶことができる。納税者が1％の寄

付枠を利用しない場合、税金は全額国

庫に入る。

1％寄付の対象組織は、N G Oや国の機

関、政府・地方自治体が設立した公的

財団、政府立案のプログラム（高等教

育プログラム等）、もしくは地方議会に

よる地元の利益のための文化団体であ

る（ちなみにハンガリーの納税者は、

さらにもう1％を教会やハンガリー国家

予算の特定の使途目的〔恵まれない生

活環境にある家族に対して等〕に寄付

することも認められている）。

1％法は、納税者個人に費用負担を強

いることなく、ハンガリーの慈善事業

に少なくとも6 5億ハンガリー・フォリ

ント（約3 1 0 0万米ドル）を配分する可

能性を秘めている。

納税者に1％法の趣旨を浸透させ、非

営利セクターの新たな資金獲得の機会

とするため、N I O Kは1 9 9 7年以来、毎年

1％法の利用促進キャンペーンを展開し

てきた。当時、笹川中欧基金の助成は、

このキャンペーンの一助となった。

キャンペーンの目的は以下である。

・1％寄付の有資格者にその機会を認識

してもらう。

・1％寄付の希望者にその方法を知らせ

る。

・非営利セクターに関する情報を提供

■ 非営利情報訓練センター（N I O K）ディレクター マリアンナ・トロック　

Reports from the Field

「パーセント法」の普及と笹川中欧基金の活動
──ハンガリーの経験、そして周辺国への移転を目指して──

「世のため人のため」に個人が寄付をしようという場合、多くの

国が課税控除という形でインセンティブを与えている。だが、課

税控除の対象となるのは「身銭」を切る人々だけである。ところ

が、ハンガリーで1 9 9 6年に誕生した「1％法」*は、所得税を納め

る人々全員に対して、身銭を切ることなく寄付の機会と、寄付す

る組織の決定権を与える画期的な法律である。所得税の一部の分

配先決定権が市民に還元される「パーセント法」は、表層的には

第3セクターへの新たな資金源として、また深層的にはより多く

の市民に非営利活動との絆をもたらすものとしてとらえることが

できる。

笹川中欧基金は「パーセント法」に早くから注目し、同法誕生

の翌年から「非営利セクター地方展開（ハンガリー）」事業

（N I O K実施）を4年間助成（1 9 9 7～2 0 0 0年度）してきた。本事業

は「1％法」キャンペーンの側面をもち、ハンガリー国内の普及

に貢献した。助成期間が終了してからの2年間で、「パーセント法」

は、ハンガリーからポーランド、スロバキア、リトアニアに波及

し、他の中欧・東欧・南欧諸国も「パーセント法」の導入に興味

を示している。その一方で、誕生後6年余りたったいまでも「パ

ーセント法」があまり知られていないという現実もある。

そこで、さらなる普及を支援するため、本年度より「『パーセ

ント法』の中欧周辺諸国移転推進」事業（N I O K実施）を助成す

ることにした。ハンガリーのみならず、ポーランド、スロバキア、

リトアニア等の「『パーセント法』経験国」の導入経験・経緯・

教訓を発信することにより、国境を超えて「パーセント法」とい

う画期的なアイデアが移転されることを願ってやまない。

（笹川中欧基金室研究員　王　真生）

1％法キャンペーンと
1％法がもたらすメリット

ハンガリーにおける
NIOK設立の経緯 1％法が慈善事業の

新たな可能性を開いた
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し、納税者に選択の自由をもたせる。

・N P Oのニーズに対する認識を高める。

・市民団体も同等の機会が得られるよ

白うにする。

・寄付行動を奨励する。

キャンペーンは、フリーダイヤルに

よる情報相談窓口、国の情報公開、イ

ンターネット・データベース等によっ

て展開された。2 0 0 3年のキャンペーン

では、約2 0万人が1％法に基づく権利を

行使し、キャンペーン開始以来、最大

の成果をあげることができた。

アスペン研究所の支援で行われた調

査によると、ハンガリー国民の大半が

この1％法の存在を知り、また、その目

的を好意的にとらえている。にもかか

わらず、この機会を利用しているのは

納税者のわずか3分の1に過ぎない。1％

の寄付先を決定する際の理由として最

も多いのは、貧困者、疾病者、障害者、

被災者等困っている人たちを助けたい、

あるいは特定分野の活動（主として健

康管理、社会福祉および教育等）を支

持したい等である。これに次いで多い

のは、多元的価値観の振興、結束力の

強化、子供のサポート、特定グループ

組織への支持、個人的関心事や活動、

社会・経済問題の解決、受益団体の優

秀性等であった。

また、調査の結果、1％寄付の権利行

使と教育水準に相関があることが明ら

かになった。高等教育を受けた人々が

毎年1％寄付を行う傾向があるのに対し

て、初等教育すら受けていない人々は

この機会をまったく利用しない傾向が

あった。

また、都市居住者のほうが地方居住

者より行使する割合が高かった。さら

に、ボランティア団体や財団理事会の

メンバーは、慈善事業に日常的に関与

していない人たちに比べて1％寄付や他

の寄付を行う割合がはるかに高かった。

そして、1％寄付の機会を利用しようと

いう意識は、女性のほうが男性より高

かった。

国の手による所得の再分配で直接援

助を得ているN G Oもあるが、その数は

限られている。これと比べて、市民の

手による、つまり1％法による再分配先

ははるかに多様である。もちろん、個

人所得が低ければ、所得税の1％の額も

少なくなり、調達される資金総額もさ

ほど大きいものではない。それでもな

お、1％法は以下のような利点をもって

いる。

・寄付行動および市民団体への参加の

奨励。

・個人による選択が可能となる。

・NGOへの市民支援のアピール。

・市民とN G Oとの密接なつながりの促

進。

・NGOの財源確保。

・真の個人寄付につながる機会の提供。

1％法のハンガリーでの実績と可能性

は、複数の国から注目されてきた。他

の国のN P Oもハンガリーのケースにな

らうべく、同じ原則に基づいた法律が

可決されるよう議会に働きかけている。

N I O Kはこれらの組織を支援し協力する

ため、情報や自らの経験を提供すると

ともに、研修のための訪問を援助し、

1％法案通過へ向けたロビー活動を支援

してきた。

その結果、スロバキアのフォーラ

ム・インフォメーション・センター

（F I C）がハンガリーのケースに類似し

た「パーセント法」の実現に成功し、

またポーランドでは、2 0 03年4月「１％法」

が国会で可決され、来年1月から施行さ

れることとなった。さらに、リトアニ

アの非政府組織情報支援センター

（N I S C）は、「2％法」の可決へ向けたロ

ビー運動で成功を収めている。

周辺地域への「パーセント法」移転

を目指し、N I O Kはこれら2つの団体の

協力を得ながら新プロジェクトを立案

した。パーセント法経験国の情報の収

集・公開、中欧および東欧諸国でパー

セント法の立案・施行に関心をもつ組

織の支援、専門知識の交換促進等の活

動を展開しようというものである。

N I O Kの国内活動（1％キャンペーンを

含む）にかつて支援を行っていた笹川

中欧基金も、このプロジェクトの立案

に参加し、今回の地域プロジェクトへ

助成を行うことを決定し、再び新たな

側面からパーセント法促進支援を行う

ことになった。

今後は、パーセント法を立案・施行

する過程で得られた教訓（さまざまな

ロビー活動の方法、その実施と活動の

展開、その効果等を含む）の収集、英

語の報告書の作成、国際的フォーラム

への参加、英語のウェブサイトでの情

報や調査結果の公開等を行っていく予

定である。

また、この問題に関する国際会議等

を開催して、N G Oと政策立案者の対話

を促していきたい。自国でパーセント

法成立に向けたロビー活動やその実施

に関心のあるN G Oの要請に対して、迅

速に専門的な支援を行えるものと期待

している。

このプロジェクト発足1年後には、パ

ーセント法の実施に取り組もうとして

いるチェコ、エストニア等の周辺諸国

を支援できるようにしたいと考えてい

る。

今後も、資源の乏しい地域における

人道主義的活動について議論を提起し、

新たな政策を立案し、かつ啓蒙活動を

行い、慈善団体の支援の一助となるべ

く活動していきたい。

* 1％法について詳しくはw w w . o n e p e r c e n t . h u

を参照。

周辺国への普及を目指す
新プロジェクト
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Program Agenda

事業実施者事　業　名

早稲田大学エジプト学研究所（日本）

ロンドン大学クィーンメリー知的財産研究所（University of

London／英国）

ケンブリッジ大学ロースクール（Cambridge University／英国）

東京電機大学（日本）

ユウバイオス倫理研究所（日本)

医学系大学倫理委員会連絡会議（日本）

笹川平和財団、有効経済政策研究所（Center for Effective
Economic Policy／ウズベキスタン）

笹川平和財団、笹川平和財団米国（The Sasakawa Peace

Foundation USA／米国）、Inter Press Service Asia（タイ）

言論ＮＰＯ（日本）

財団法人アジア太平洋研究会（日本）

グローバルビジネスリサーチセンター（日本）

慶應義塾大学SFC研究所（日本）

Philippine Council for NGO Certification（フィリピン）

日本ＮＰＯ学会（日本）

アテネオ･デ･マニラ大学コミュニティ･サービス･センター（Center

for Community Services, Ateneo de Manila University／フィリピン）

財団法人統計研究会（日本）

財団法人公益法人協会（日本）

形態

助成

助成

助成

助成

助成

助成

自・委

自・委

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

3／3

3／3

2／2

1／2

1／2 

1／3

4／6

1／3

2／3

3／3

2／3

4／4

2／2

2／3

2／3

1／2

1／1

5,000,000

11,700,000

13,000,000

11,500,000

7,000,000

9,100,000

23,000,000

20,000,000

10,000,000

4,000,000

5,500,000

10,000,000

3,700,000

8,000,000

5,000,000

8,500,000

5,900,000

年数 事業費（円）

事業実施者事　業　名

笹川平和財団、Pacific Islands News Association（フィジー）

笹川平和財団

南太平洋大学（University of the South Pacific／フィジー）

グアム大学（University of Guam／米国）

オーストラリア国立大学（Australian National University／オ

ーストラリア）

ミクロネシアンセミナー（Micronesian Seminar／ミクロネシア連邦）

笹川平和財団

太平洋島嶼地域のメディア関係者交流

太平洋やしの実大学

南太平洋大学法学部インターネットコースの開発

西太平洋における遠隔教育連盟設立支援

遠隔教育による南西太平洋の文化遺産保護管理訓練

地域協力によるミクロネシアの遠隔教育開発

太平洋島嶼国のデジタル・オポチュニティ研究会

形態

自・委

自主

助成

助成

助成

助成

自主

4／5

4／5

3／3

3／5

3／3

2／3

2／2

5,400,000

1,700,000

5,100,000

9,100,000

8,400,000

3,900,000

5,200,000

年数 事業費（円）

笹川太平洋島嶼国基金事業

一般事業

事業実施者事　業　名

笹川平和財団

中国国際友好聯絡会（中国）

中国国際友好聯絡会（中国）

中国国際友好聯絡会（中国）

笹川平和財団

中国国際友好聯絡会（中国）

中国国際友好聯絡会（中国）

笹川平和財団 、早稲田大学現代中国総合研究所／中日歴史研究
者会議実施委員会（日本）

清華大学公共管理学院民間組織研究所（中国）

中国国際民間組織協力促進会（中国）

安全保障問題専門家養成

第２期日本語学習者奨学金

日中青年対話促進訪日

21世紀若手日本研究者フォーラム

日中国防関係者交流

日中共同安全保障研究

中国市長訪日交流

日中若手歴史研究者会議

中国における公益事業評価システムの構築

中国民間組織による社会セクター改革

形態

自主

助成

助成

助成

自主

助成

助成

自・委

助成

助成

5／5

4／5

5／5

5／5

1／3

1／1

1／1

3／5

3／3

3／3

7,100,000

4,800,000

3,900,000

3,300,000

32,000,000

9,700,000

4,300,000

4,500,000

2,700,000

3,500,000

年数 事業費（円）

笹川日中友好基金事業

イスラムとＩＴ革命：イスラム圏からの発信

知的所有権と伝統的知識

生物関連特許と倫理

科学技術への市民参加型手法の開発研究

生命倫理教材の開発と評価

倫理委員会における審査活動の向上に向けて

中央アジア・コーカサス諸国の支援

アジアからの情報発信／フェーズII

言論ＮＰＯ：知的言論の活性化と国際社会への発信

武力紛争エキスパートシステム

市場とボランタリの協働としてのリナックス・モデル

ＬＥＡＤジャパン・プログラム支援／フェーズII

ＮＧＯ税制優遇資格審査評議会の評価システム改訂

ＮＰＯ関連大学院コースの開設に向けて

評価をめぐるドナーとＮＧＯの関係改善に向けて

非営利機関（ＮＰＩ）サテライト勘定に関する調査研究

公益概念および組織評価基準に関する調査研究

2003年度　事業計画

■3月理事会決定分

自・委＝自主・委託事業 自・助＝自主・助成事業
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事業実施者事　業　名

笹川平和財団

笹川平和財団

Nonprofit Information and Training Centre（ハンガリー）

笹川平和財団

形態

自主

自主

助成

自主

2／5

2／2

1／3

4／4

10,000,000

12,000,000

7,100,000

13,700,000 

年数 事業費（円）

事業実施者事　業　名

笹川平和財団

笹川平和財団

財団法人日本国際交流センター（日本）

マラヤ大学経営経済学部（University of Malaya／マレーシア）

ベトナムマーケティング学会（Vietnam Marketing Associa-
tion／ベトナム）

笹川平和財団、ミャンマータイムス（ミャンマー）、チュラロン

コーン東アジア研究所（Chulalongkorn University／タイ）、

慶煕大学（韓国）、マレーシア経済研究所（マレーシア）、ミャ

ンマー公務員選抜訓練機構（ミャンマー）

マレーシア経済研究所（The Malaysian Institute of Economic

Research／マレーシア）

ナンヤン工科大学ジャーナリズムスクール（School of Commu-
nication Studies, Nanyang Technological University／シンガ
ポール）

ハノイ農業大学（Hanoi Agricultural University／ベトナム）

デ・ラサール大学（De La Salle University／フィリピン）

ナンヤン工科大学防衛戦略研究所（シンガポール）

ベトナム開発戦略研究所（The Development Strategy Insti-

tute／ベトナム）

モンゴル開発研究センター（Mongolian Development Research

Center／モンゴル）

チュラロンコーン大学経済学部（Faculty of Economics, Chula-
longkorn University ／タイ）

人物交流：21世紀若手指導者交流プログラム

文明間の対話：アジアの知的交流と相互理解の促進

アジアの中の日本とロシア

カンボジアとＡＦＴＡに係わる人材育成

ベトナムにおける経営学研究の開発

ミャンマー人材育成

ラオスにおける経済予測モデルの開発

ジャーナリスト育成のためのベトナム高等教育支援

ベトナム移行期農業経済の研究能力強化

ラオス大学教員のための経済研究能力開発

日本と東アジアの安全保障協力

ベトナム・ASEAN経済予測リンケージの開発

北東アジア地域間協力の促進とモンゴルの役割／フェーズII

開発パラダイムの再検討：ASEAN諸国と中国の事例

形態

自主

自主

助成

助成

助成

自・委

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

5／5

2／3

2／3

2／2

2／3

2／3

2／3

1／2

1／3

1／3

2／2

2／2

1／3

1／2

15,000,000

18,000,000

13,000,000

5,200,000

5,900,000

33,000,000

8,400,000

7,200,000

5,900,000

3,900,000

11,600,000

6,500,000

7,800,000

13,000,000

年数 事業費（円）

笹川汎アジア基金事業

笹川中欧基金事業

中欧４大学現代日本紹介講座設置

小企業育成のための日本・中欧共同研究と経験交流

「パーセント法」の中欧周辺諸国移転推進

環境改善に向けた市民活動支援

■6月理事会決定分

事業実施者事　業　名

Royal Scientific Society（ヨルダン）

フォーラム2000財団（Forum 2000 Foundation／チェコ）

日本紛争予防センター（日本）

笹川平和財団

笹川平和財団

形態

助成

助成

助成

自・委

自主

2／3

1／2

1／1

1／3

1／3

13,000,000

14,300,000

10,000,000

7,200,000

4,500,000

年数 事業費（円）

一般事業

中東発展ビジョン探求

フォーラム2000会議：グローバルギャップの打開をめざして

紛争予防活動における人材育成支援

アジアの移行期経済諸国における非営利組織研究

グラントシステムにおける専任評価官の役割

事業実施者事　業　名

Philippine Business for Social Progress（フィリピン）

笹川平和財団、東西研究所（EastWest Institute／米国）

東西研究所（EastWest Institute／米国）

International Crisis Group（ベルギー）

形態

助成

自・助

助成

助成

1／2

1／3

1／3

1／1

4,600,000

25,000,000

(13,000,000) 

6,500,000

年数 事業費（円）

笹川汎アジア基金事業

アジアの市民社会における社会的起業家の育成

中央ユーラシア地域の若手指導者育成・交流促進

中央ユーラシア地域の若手指導者育成

アフガニスタン地域情報と日本外交への提言
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■『Come Together』Foundation for Sustainable Society,

Inc. 発行――「環境保護のためのNGOと企業の協働」事業

（2000～02年度実施）成果物

■『SLOVAKIA 2002: A Global Report on the State of

S o c i e t y』Grigorij Meseznikov, Miroslav Kollar, Tom N i c h o l s on編

The Institute for Public Affairs発行（英語版／スロバキア語

版）――「スロバキア情報発信：年鑑と国政選挙レポート作

成支援」事業（2001～02年度実施）成果物

■ 『 Slovak Elections‘02: Results, Consequences, Context』

Grigorij Meseznikov, Olga Gyarfasova, Miroslav Kollar,

Tom Nicholson編 The Institute for Public Affairs発行

（英語版／スロバキア語版）――「スロバキア情報発信：年

鑑と国政選挙レポート作成支援」事業（2 0 0 1～0 2年度実施）

成果物

■『Small and Medium-sized Enterprises in Central Europe:

An Overview』笹川平和財団発行（オンデマンド出版）石

川晃弘編――「小企業育成のための日本・中欧共同研究と経

験交流」事業（2002～03年度実施）成果物

■『中国新指導体制の課題』笹川平和財団発行（オンデマン

ド出版）――立教大学法学部教授・高原明生氏講演録

■『 Civilization Dialogue: Dialogue with Islamic World

after September 11th』笹川平和財団発行（オンデマンド

出版）――2002年9月20日に実施した同名のセミナー議事録

■『 Development Efforts in the Lao Economy: Policy

Pointers from the Malaysian Experience』（ラオ語版／英語

版）ラオス国立経済研究所発行――「ラオスにおける経済政

策研究能力の強化」事業（1999～2001年度実施）成果物

■『生態環境調査報告書』笹川日中友好基金発行――「南水

北調西線計画における生態環境基礎調査」事業（2 0 0 1～0 2年

度実施）成果物
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■本年度第1号のニューズレターでは、第3期中期事業ガイド

ラインの下でS P Fが新たに取り組み始めたテーマ「生命倫理

と知的財産権」について特集しました。とかく科学・産業の

発展という面のみで論じられることの多いこれらの問題に、

S P Fは科学と市場のあり方、倫理とのかかわり、それに対す

る市民の位置づけといった視点から事業を展開しています。

本年度開始したいくつかの事業が数年後どんな実を結ぶか、

ご期待ください。 （関　晃典）

編集後記


